
令和元年度地域医療介護総合確保計画（案）（介護分）に関する事業の一覧

　Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

（１）基盤整備のための事業 14,897 14,897

事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率等 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

介-１

行政や職能団体,事業者団体などで構成される協議

会を設置し,普及啓発・情報提供,人材確保・育成,労

働環境改善等に関する取組について検討する。

県 県内全域 1,087 1,087 直営
介護人材の確保・養成・定着に関する総

合的な取組の推進
介護人材確保協議会　３回開催

県内の介護関係団体や行政など１８団体で構成する協議会及び部会

で，介護人材確保・養成・定着に向けての議論を行い，総合的に事

業を企画・実施する。

介-２

「介護人材を育む取組宣言認証制度」を実施するに

あたり，周知・運営する事務局を設置し，事業所の

認証手続き及び本事業の効果的な進め方等を検討す

る委員会を引き続き設置する。

県 県内全域 13,810 13,810 委託
人材育成に取り組む事業者の底辺拡大に

より，介護職員の離職率の低減を図る。
認証事業所（第1段階）　100事業所

認証事業所の増により，介護人材の育成や処遇改善に取組む事業所

の増加が図られ，離職率の低下に繋がる。

（２）参入促進のための事業 75,077 75,077

事業の内容 事業主体 継続事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

介-３

小中高生，主婦層，中高年齢者層等を対象とした意

識啓発や介護の日のイベントなどを活用した啓発・

広報を実施する。

県 県内全域 11,501 11,501 委託
新たに介護分野に参入する層の拡大，介

護職員の増加

フェイスブック等のＳＮＳを活用した情報発信，リーフ

レットの配布，介護の日イベントの開催

若年層や主婦層などに対し介護の魅力をアピールし，将来的な介護

業界への参入促進を図る。

介-４

小・中・高生などの若年層及び地域住民に介護の仕

事について親しみを持ってもらい，将来的な介護業

界への就業を促進するためのＰＲ事業を実施する。

県 県内全域 22,250 22,250 10/10 介護福祉士養成校定員充足率の上昇
小中学校向けの研修やイベントの実施：6回

高校訪問：延べ300回，地域住民向けの講座：6回

小中学校での介護の魅力を伝える活動及び高校対象の入学促進活

動，地域住民向け理解促進に向けた取組により，若年層に介護の仕

事の魅力を伝え，将来的に介護福祉士を目指す学生の増加につなが

る。

介ｰ5

介護事業所経営者を対象にしたシンポジウムを開催

し，外国人の雇用や具体的な活用方法について周知

を行い，検討する場を設ける。

県 県内全域 2,026 2,026 委託 外国人介護人材の雇用促進 シンポジウム参加者数２００名

外国人介護人材に関する制度や具体的な活用方法を紹介することに

より，外国人介護人材に関する理解度を深め，外国人介護人材の雇

用促進を図る。

介-6
主に中学生及び高校生を対象とした介護の職場体験

事業を実施する。
県 県内全域 1,542 1,542 委託

新たに介護分野に参入する層の拡大

介護職員の増加
職場体験の参加者　６０名

主に中高生を対象とした職場体験を実施することにより，将来的に

介護の仕事を目指す学生の増加と介護職員の増加につなげる。

介-7

宮城県福祉人材センター等への求職者と求人事業所

に対する，合同就職面談会の実施

キャリア支援専門員による相談，的確な求人情報の

提供，入職後のフォローアップ相談の実施

事業所を対象に社会保険労務士や公認会計士等によ

る経営・人事・労務管理等に関する指導，助言等

県 県内全域 18,379 18,379 委託 介護職員の増加
福祉・介護人材マッチング機能強化事業による就業者数

40人

福祉・介護人材マッチング機能強化事業の実施により，介護人材と

求人事業所を適切にマッチングさせることで，介護サービス従事者

の増を図る。

介-８

介護事業所団体等が，高齢者や主婦など地域の多様

な人材を「介護助手」として，直接介助以外の補助

業務に従事させ，専門職の働き方の工夫など介護事

業所内の労働環境の改善を図る取組を補助する。

県 新 県内全域 12,882 12,882 10/10
地域の多様な人材層に応じたマッチング

に取り組む介護事業所等（７事業所）
補助事業者数１団体

直接介助以外の補助業務に地域の多様な人材を活用することによ

り，介護事業所における労働環境の整備・改善を図る。

介-９

外国人介護人材に関する総合的な相談窓口を設置

し，県内の介護事業所等からの質問や，疑問等につ

いて回答するもの。

県 新 県内全域 6,497 6,497 委託 外国人介護人材の雇用促進 相談受付　月２０件
外国人介護人材に関する相談を受け付けることにより，県内の外国

人介護人材の雇用促進を図る。

（３）資質向上のための事業 77,882 66,061

事業の内容 事業主体 継続事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

介-10

人材育成の困難な小規模事業者の介護職員に対する

研修支援やリーダーや中堅職員に対する高度専門技

術習得等のための研修など，経験や能力に応じた段

階別研修を実施する。

県 県内全域 9,084 9,084 委託
職場定着の促進，現場のリーダーの育成

介護サービスの質の向上
研修開催35回，小規模事業者に対する訪問研修20回

経験・能力にあった段階別の研修を実施することで，目標を持ちな

がら長く働くきっかけとなる上，職員のスキルアップを図ること

で，介護サービスの質の向上につなげることができる。

介-11
介護支援専門員の資質向上に資する法定研修等を実

施するもの。
県 県内全域 555 555 直営 介護支援専門員の養成，資質向上

研修受講者数：実務研修250人、再研修・更新研修（実務

未経験者対象）300人、専門研修Ⅰ・更新研修Ⅰ300人、専

門研修Ⅱ・更新研修Ⅱ600人、主任研修150人、主任更新研

修200人

介護支援専門員として業務を行うためには、介護支援専門員として

登録を受け、証の交付を受けることが必須。登録及び証の交付を受

けるためには所定の研修を修了しなければならない。

介-12

介護支援専門員に対し、経験豊かな主任介護支援専

門員等が多職種連携の方法や助言・指導等を行い、

資質向上を図るもの。

県 県内全域 2,069 2,069 委託 介護支援専門員の資質向上 助言・指導者等の派遣回数：30回
介護支援専門員に対し、経験豊かな主任介護支援専門員等が多職種

連携の方法や助言・指導等を行い、資質向上を図る。

介-13
地域の医療資源である医療職に対して研修を実施す

る。

県・

仙台市
県内全域 9,997 9,997 委託

地域における認知症の早期発見・早期対

応システムの充実

認知症の適切な医療提供及び地域連携の

充実

認知症サポート医養成研修　７名

認知症サポート医フォローアップ研修　４０名

かかりつけ医認知症対応力向上研修　１２０名

病院勤務医療従事者向け認知症対応力向上研修　６３０名

歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修　各５０名

看護職員認知症対応力向上研修　１５０名

医療関係者に対して，認知症の理解や対応に関する研修を行うこと

で，様々な医療場面で認知症の人や家族に適切なケアを提供出来る

体制を構築し，併せて早期発見による早期治療・ケアへの流れを強

化する。

介-14
認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チーム

員の活動の質の向上を支援する
県 県内全域 6,140 6,140

委託，

定額

地域における認知症の早期発見・早期対

応システムの充実

認知症の人や家族を支える医療・介護・

生活支援サービスのネットワーク機能の

強化

認知症初期集中支援チーム員情報交換会　１００名

認知症地域支援推進員情報交換会　１００名

認知症初期集中支援チーム員研修　３０名

認知症地域支援推進員研修　６１名

認知症初期自立支援相談研修　２０名

研修受講により，認知症の人や家族の相談体制を強化し，早期発

見・早期対応システムを強化する他，情報交換会を実施すること

で，資質向上や連携強化に繋がる。また，認知症の初期段階から適

切な相談窓口につなぐことで，認知症の診断を受けてから支援に繋

がるまでの空白期間の縮小を図る。

　　　事業名

　　　事業名

　　　事業名

介護人材確保推進事業（介護人材確

保対策連携強化事業＜協議会運営等

＞）

介護人材確保推進事業（認証制度運

営事業）

介護人材確保推進事業（介護の魅

力・イメージアップ普及啓発事業）

介護従事者確保対策事業（介護の魅

力・イメージアップ普及啓発事業）

外国人介護人材受入促進事業（外国

人介護人材の理解促進）

福祉・介護人材マッチング機能強化

事業

介護人材参入促進事業

（地域人材を活用した介護助手導入

促進事業）

外国人介護人材受入推進事業

（外国人相談窓口）

介護人材確保推進事業（介護の職場

体験事業）

介護人材確保推進事業（キャリアパ

ス支援事業）

介護支援専門員資質向上事業

ケアマネジャー多職種連携支援体制

強化事業

認知症地域医療支援事業

認知症地域支援研修事業
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事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率等 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連　　　事業名

介-15

認知症介護の指導的立場にある者や認知症の介護に

携わる施設及び在宅サービス提供事業者等の職員に

対し，研修等を実施する。

県・仙台市・

認知症介護研

究･研修仙台

センター

県内全域 2,144 2,144
委託，

1/2

研修受講者が認知症ケア技術を理解し，

施設ケアの質が向上する。

認知症介護指導者フォローアップ研修　３名

認知症介護基礎研修　１５０名

認知症対応型サービス事業開設者研修　５０名

認知症対応型サービス事業管理者研修　６０名

小規模他希望型サービス等計画作成担当者研修　２０名

多様な立場の認知症ケア従事者への研修を行うことでケアの標準化

が図られる。

介-16

地域ケア会議等活動支援

地域包括支援センター職員課題別研修

地域包括支援センター機能に関する課題検討会

県 県内全域 1,681 1,681 直営

全市町村で地域ケア会議が開催され，多

職種協働による個別事例のケアマネジメ

ント支援と地域課題の解決に向けた体制

が構築される。

外部専門職の派遣：随時

研修：年２回

市町村支援に係る県職員の派遣：随時

地域ケア会議の効果的運営手法や先行自治体の取組情報等を提供す

ることにより市町村等が効果的な地域ケア会議の開催に繋げること

ができる。

介-17

関係団体や市町村等と連携の上，事業の普及啓発・

情報提供，介護人材の確保・育成等の事業を行い，

市町村の取組を支援するもの。

県 県内全域 43,921 32,100 委託
全ての市町村において，高齢者が地域で

安心して生活できる体制が構築される。

連絡会議：2回，運営委員会：毎月1回（年12回）

アドバイザー派遣：随時

情報交換会：高齢者福祉圏域ごとに年１回以上

情報紙の発行：年6回（隔月発行）

生活支援コーディネーター養成研修：基本研修及び実践講

座からなる体制

記載の市町村支援事業を実施することにより，2025年に向けて，全

ての市町村において高齢者が地域で安心して生活できる体制の構築

を図る。

介-18

市民後見人活動の支援

成年後見制度の理解促進

成年後見制度研修会

成年後見制度利用に関わる関係機関情報交換会

県・

仙台市
県内全域 2,291 2,291

委託，

1/2

市民後見人候補者名簿の登録者数２０名

程度維持による,受任体制の確保。

市町村,相談関係機関及び司法・福祉専門

職団体等が連携した,成年後見制度の適切

な利用を行うための人材確保。

市民後見人候補者継続研修の延べ参加者数１００名（２０

名×５回）

成年後見セミナーの参加者数　１９０名

研修会延べ参加者数　２００名（１００名×２回）

情報交換会の開催数　８回（４圏域×２回）

市民後見人名簿登録者のスキルアップが図られるとともに，権利擁

護に関する理解が深まることで，地域の権利擁護体制構築が推進さ

れる。

研修会や情報交換会の開催を通して，関係者の共通理解のもとに成

年後見制度が適切に利用される。

（４）労働環境・処遇改善のための事業 19,755 19,755

事業の内容 事業主体 継続事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

介-19
介護事業所経営者・管理者等を対象とした職場環境

改善に関するシンポジウムを開催する。
県 県内全域 1,862 1,862 委託

安心して働き続けられる職場環境の整備

職場定着の促進，離職率の低減
シンポジウムの開催　1回

シンポジウムを開催することにより，経営者・管理者等の意識改革

及び離職率の低減を図る。

介-20

雇用管理に係る制度理解の促進や，生産性向上のた

めの業務改善の取組等により，職場環境改善を図る

ため，介護事業所経営者・管理者等に対して，専門

家による業務改善提案等の支援を行う。

県 新 県内全域 1,974 1,974 委託
安心して働き続けられる職場環境の整備

職場定着の促進，離職率の低減
県内の介護事業所経営者等への業務改善支援　３箇所

介護事業所経営者等に対して職場の業務改善に係る助言・提案等の

支援を行うことにより，介護職員の労働環境が改善され，安心して

働き続けられる職場環境が整備されるとともに，職場定着の促進，

離職率の低減が図られる。

介-21

介護現場での移動リフトの導入を促進するため，導

入検討段階でのコンサルティング業務経費，移動リ

フトの試用経費等について補助するもの。

県 県内全域 12,054 12,054 10/10

介護職員の１年間の離職率１５．４％

（出典：平成27年度介護労働実態調査結

果　都道府県版　宮城支部）を１％減と

する。

令和元年度　移動リフト試用導入　１２施設　計３６台

うち１０施設程度での本格導入につなげる。

介護現場での移動リフトの導入を促進することにより，介護職員の

負担軽減及び勤務環境の改善を図り，介護人材確保につなげる。

介-22
介護事業所が新たに設置する介護事業所内保育施設

を運営する経費に対し補助する。
県 県内全域 3,865 3,865 2/3

介護職員の1年間の離職率15.4％（出

典：平成27年度介護労働実態調査結果

都道府県版　宮城支部）を1％減とする。

県内の介護施設内保育施設への補助　１箇所

介護事業所内保育施設を運営する経費に対し補助することで新たに

介護事業所内保育施設が設置され，介護職員の労働環境が改善さ

れ，離職率の低下が図られる。

合計 187,611 175,790

市民後見人養成・支援事業

介護職員勤務環境改善支援事業

　　　事業名

介護事業所内保育施設運営支援事業

介護人材確保推進事業（職場環境改

善事業）

介護人材確保推進事業

（専門家による業務改善支援事業）

認知症介護実務者総合研修事業

地域包括支援センター機能強化推進

事業

生活支援サービス開発支援事業
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＜参考＞

地域医療介護総合確保基金（介護分）平成27・２８年度計画事業一覧

　Ⅲ　介護施設等の整備に関する事業

（１）基盤整備のための事業 2,498,718 2,498,718

事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率等 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

地域介護サービスの拠点施設の整備，施設開設に必

要な準備経費の支援，既存施設の改修費の支援
県 県内全域 2,498,718 2,498,718 2/3

地域包括ケアシステムの構築に向けて，

地域密着型サービス施設等の整備を支援

する

・地域密着型介護老人福祉施設　1,375人→1,557人

・小規模なケアハウス　78人→107人

　他

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより,６５歳以上人口

あたり地域密着型サービス施設等の定員数を増とする。

　Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

（２）参入促進のための事業 17,215 17,215

事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

無資格者を新たに雇用し，介護業務に従事させなが

ら，雇用期間中の勤務の一部として介護業務に必要

な介護職員初任者研修等を受講させ，介護業務に必

要な知識・技術を習得させるために必要な研修期間

の代替要員相当の経費を補助する。

県 県内全域 17,215 17,215
委託，

10/10

介護職員初任者研修等の受講を支援する

ことによる，未経験者の掘り起こし
受講者数１４２人

無資格者を雇用することで新たな人材を掘り起こし，介護職員初任

者研修等を受講させ知識や技術を習得させることにより人材の育成

と定着を図り，介護人材の増加につなげる。

（３）資質向上のための事業 41,846 41,846

事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

喀痰吸引等研修の実施（社会福祉士及び介護福士士

法施行規則附則第４条に定められた別表１及び別表

２の研修の実施）

指導者養成講習の実施（喀痰吸引等研修の指導講師

の養成）

県 県内全域 10,832 10,832 委託 介護職員のサービス向上

１年間の喀痰吸引等研修の受講者　１００名

１年間の指導者養成講習の受講者　　５０名

・喀痰吸引等研修を実施することにより，認定特定行為業務従事者

の登録者の増大を図る。また，基本研修免除者を対象とした研修

（演習及び実地研修）を設け，介護福祉士等基本研修免除者の当該

登録者の促進をはかる。

・指導者養成講習を実施し指導講師を増加することにより，喀痰吸

引等研修及び実地研修の質の向上，また登録研修機関及び登録喀痰

吸引等事業者の増大を図る。

介護職員の研修受講を促進するため,喀痰吸引等研

修を実施する民間の登録研修機関に補助を行うこと

で,受講生となる介護職員及び所属法人の受講料の

県 県内全域 9,800 9,800 10/10
民間の登録研修機関で受講する介護職員

の増加
１年間の民間登録研修機関における受講者　１４０名

補助を行い受講料の負担軽減させることにより,民間の登録研修機関

の受講者を増大を図る。

医療的ケア研修の受け皿を拡大するため,喀痰吸引

等研修を実施する民間の登録研修機関の初年度経費

について補助を行う。

県 県内全域 4,000 4,000 10/10
民間の登録研修機関で受講する介護職員

の増加
対象事業者　２事業者

初年度経費の補助を行い事業者の経費の負担軽減をすることにより,

民間の登録研修機関の増大を図る。

無資格者を新たに雇用し，介護業務に従事させなが

ら，雇用期間中の勤務の一部として介護業務に必要

な介護職員初任者研修等を受講させ，介護業務に必

要な知識・技術を習得させるために必要な研修期間

の代替要員相当の経費を補助する。

県 県内全域 17,214 17,214
委託，

10/10

介護職員初任者研修等の受講を支援する

ことによる，未経験者の掘り起こし 受講者数１４２人

無資格者を雇用することで新たな人材の掘り起こし，介護職員初任

者研修等を受講させ知識や技術を習得させることにより，人材の育

成と定着を図り，介護人材の増加につなげる。

（４）労働環境・処遇改善のための事業 57,151 14,981

事業の内容 事業主体 新規事業 実施地域 総事業費 基金充当額 補助率 アウトカム アウトプット アウトカムとアウトプットの関連

アドバイザー業務に当たるロボット等介護機器の導

入に関する専門的知識を有する者に対しての講師謝

金等の経費を県が負担するもの。

介護現場でのロボット等介護機器の導入を促進する

ため，導入経費等について補助するもの。

モデル施設への委託料を県が負担するもの。

県 県内全域 57,151 14,981 委託

介護職員の１年間の離職率１５．４％

（出典：平成27年度介護労働実態調査結

果　都道府県版　宮城支部）を１％減と

する。

アドバイザー委嘱　１名

介護ロボット導入台数　計20台

モデル事業委託　２施設

介護現場でのロボット等介護機器の導入を促進することにより，介

護職員の負担軽減及び魅力向上を図り，介護職員の離職率減少につ

なげる。

合計 2,614,930 2,572,760

　　　事業名

介護施設整備等補助事業

　　　事業名

　　　事業名

ロボット等介護機器導入促進事業

介護人材確保支援事業（介護未経験

者に対する研修支援）

　　　事業名

介護職員等医療的ケア研修事業

登録研修機関研修経費助成事業

登録研修機関初年度経費助成事業

介護人材確保支援事業（各種研修に

係る代替要員の確保対策事業）
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